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市 議 案 第 ８ ３ 号  
職 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す

る 条 例 の 設 定 に つ い て  
 職 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次

の よ う に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ７ 年 （ ２ ０ ２ ５ 年 ） ９ 月 ８ 日 提 出         
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  
 地 方 公 務 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 法 律 の 改 正 に 伴 い 部 分 休 業

の 承 認 等 に 関 し 必 要 な 事 項 を 定 め る と と も に ， 子 育 て 部 分 休 暇

そ の 他 所 要 の 規 定 を 改 正 す る た め ， 提 案 す る も の で あ る 。  

2 



豊中市条例第  号 

職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例 

（職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第１条 職員の育児休業等に関する条例（平成４年豊中市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は，地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第

１１０号。以下「育児休業法」という。）第２条第１項，第３条第２項，第

５条第２項，第７条，第８条，第１０条第１項及び第２項，第１５条（育児

休業法第１７条において準用する場合を含む。），第１７条並びに第１９条

第１項及び第２項の規定に基づき，並びに育児休業法を実施するため，職員

の育児休業等に関し必要な事項を定めるものとする。 

第１条 この条例は，地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第

１１０号。以下「育児休業法」という。）第２条第１項，第３条第２項，第

５条第２項，第７条，第８条，第１０条第１項及び第２項，第１５条（育児

休業法第１７条において準用する場合を含む。），第１７条並びに第１９条

第１項から第３項まで及び第５項の規定に基づき，並びに育児休業法を実施

するため，職員の育児休業等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（部分休業をすることができない職員） （部分休業をすることができない職員） 

第１６条 育児休業法第１９条第１項の条例で定める職員は，次に掲げる職員

とする。 

第１６条 育児休業法第１９条第１項の条例で定める職員は，次に掲げる職員

とする。 

(１) （省 略） (１) （省 略） 

(２) 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して市規則で定める

会計年度任用職員以外の会計年度任用職員 

(２) 勤務日の日数を考慮して市規則で定める会計年度任用職員以外の会

計年度任用職員 

（部分休業の承認） （第１号部分休業の承認） 

第１７条 部分休業（育児休業法第１９条第１項に規定する部分休業をいう。

以下同じ。）の承認は，勤務時間及び休暇に関する条例第６条に規定する正

規の勤務時間（地方公務員法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員にあっ

ては，当該職員について定められた勤務時間）の始め又は終わりにおいて，

第１７条 育児休業法第１９条第２項第１号に掲げる範囲内で請求する同条

第１項に規定する部分休業（以下「第１号部分休業」という。）の承認は，

３０分を単位として行うものとする。 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

３０分を単位として行うものとする。 

２ 勤務時間及び休暇に関する条例第５条の規定による育児時間，同条例第２

６条の２の規定による介護時間又は同条例第２６条の３の規定による子育

て部分休暇の承認を受けて勤務しない職員に対する部分休業の承認につい

ては，１日につき２時間から当該育児時間，当該介護時間又は当該子育て部

分休暇の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない範囲内で行

うものとする。 

２ 勤務時間及び休暇に関する条例第５条の規定による育児時間，同条例第２

６条の２の規定による介護時間又は同条例第２６条の３の規定による子育

て部分休暇（同条第２項第１号に掲げる範囲内で請求するものに限る。）の

承認を受けて勤務しない職員に対する第１号部分休業の承認については，１

日につき２時間から当該育児時間，当該介護時間又は当該子育て部分休暇の

承認を受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない範囲内で行うものと

する。 

３ 会計年度任用職員に対する部分休業の承認については，１日につき，当該

会計年度任用職員について１日につき定められた勤務時間から５時間４５

分を減じた時間を超えない範囲内で（当該会計年度任用職員が市規則で定め

る育児時間，介護時間又は子育て部分休暇の承認を受けて勤務しない場合に

あっては，当該時間を超えない範囲内で，かつ，２時間から当該育児時間，

当該介護時間又は当該子育て部分休暇の承認を受けて勤務しない時間を減

じた時間を超えない範囲内で）行うものとする。 

３ 会計年度任用職員に対する第１号部分休業の承認については，１日につ

き，当該会計年度任用職員について１日につき定められた勤務時間から５時

間４５分を減じた時間を超えない範囲内で（当該会計年度任用職員が市規則

で定める育児時間，介護時間又は子育て部分休暇の承認を受けて勤務しない

場合にあっては，当該時間を超えない範囲内で，かつ，２時間から当該育児

時間，当該介護時間又は当該子育て部分休暇の承認を受けて勤務しない時間

を減じた時間を超えない範囲内で）行うものとする。 

 ４ 勤務時間及び休暇に関する条例第２６条の３第２項第２号に掲げる範囲

内で請求する同条第１項に規定する子育て部分休暇又は市規則で定める子

育て部分休暇を請求した職員に係る第１号部分休業の承認は，行わないもの

とする。 

 （第２号部分休業の承認） 

 第１７条の２ 育児休業法第１９条第２項第２号に掲げる範囲内で請求する

同条第１項に規定する部分休業（以下「第２号部分休業」という。）の承認

は，１時間を単位として行うものとする。ただし，次の各号に掲げる場合に

あっては，それぞれ当該各号に定める時間数の第２号部分休業を承認するこ
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

とができる。 

 (１) １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間がある場

合であって，当該勤務時間の全てについて承認の請求があったとき 当該

勤務時間の時間数 

 (２) 第２号部分休業の残時間数に１時間未満の端数がある場合であって，

当該残時間数の全てについて承認の請求があったとき 当該残時間数 

 (３) 正規の勤務時間の始まる時刻から休憩時間の始まる時刻まで又は休

憩時間の終わる時刻から正規の勤務時間の終わる時刻までの連続した時

間について承認の請求があったとき 任命権者が定める時間数 

 ２ 勤務時間及び休暇に関する条例第２６条の３第２項第２号に掲げる範囲

内で請求する同条第１項に規定する子育て部分休暇又は市規則で定める子

育て部分休暇の承認を受けた職員に対する第２号部分休業の承認について

は，第１７条の４各号に定める時間から当該子育て部分休暇の承認を受けた

時間を減じた時間を超えない範囲内で行うものとする。 

 ３ 前条第２項に規定する子育て部分休暇又は同条第３項に規定する市規則

で定める子育て部分休暇を請求した職員に係る第２号部分休業の承認は，行

わないものとする。 

 （育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間） 

 第１７条の３ 育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間は，４月

１日から翌年３月３１日までとする。 

 （育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規則で定める時間を基準として

条例で定める時間） 

 第１７条の４ 育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規則で定める時間
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

を基準として条例で定める時間は，次の各号に掲げる職員の区分に応じ，当

該各号に定める時間とする。 

 (１) 非常勤職員以外の職員 ７７時間３０分 

 (２) 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務時間数に１

０を乗じて得た時間 

 （育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情） 

 第１７条の５ 育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情は，配偶

者が負傷又は疾病により入院したこと，配偶者と別居したことその他の同条

第２項の規定による申出時に予測することができなかった事実が生じたこ

とにより同条第３項の規定による変更（以下「第３項変更」という。）をし

なければ同項の職員の小学校就学の始期に達するまでの子の養育に著しい

支障が生じると任命権者が認める事情とする。 

（部分休業をしている職員の給与の取扱い） （部分休業をしている職員の給与の取扱い） 

第１８条 職員が部分休業の承認を受けて勤務しない場合には，給与条例第１

８条の規定にかかわらず，その勤務しない１時間につき，給与条例第２３条

に規定する勤務１時間当たりの給与額を減額して支給する。 

第１８条 職員が育児休業法第１９条第１項に規定する部分休業の承認を受

けて勤務しない場合には，給与条例第１８条の規定にかかわらず，その勤務

しない１時間につき，給与条例第２３条に規定する勤務１時間当たりの給与

額を減額して支給する。 

（部分休業の承認の取消事由） （部分休業の承認の取消事由） 

第１９条 第１２条の規定は，部分休業について準用する。 第１９条 育児休業法第１９条第６項において準用する育児休業法第５条第

２項の条例で定める事由は，職員が第３項変更をしたときとする。 

（勤務時間及び休暇に関する条例の一部改正） 

第２条 勤務時間及び休暇に関する条例（昭和２８年豊中市条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（子育て部分休暇） （子育て部分休暇） 

第２６条の３ 子育て部分休暇は，職員（育児短時間勤務職員等を除く。）が

小学校その他市長が定める学校に就学している子を養育するため，１日の勤

務時間の一部につき勤務しないことが相当であると認められる場合におけ

る休暇とする。 

第２６条の３ 子育て部分休暇は，職員（育児短時間勤務職員等を除く。）が

小学校その他市長が定める学校に就学している子を養育するため，１日の勤

務時間の全部又は一部につき勤務しないことが相当であると認められる場

合における休暇とする。 

２ 子育て部分休暇の時間は，１日につき２時間を超えない範囲内で必要と認

められる時間とする。 

２ 子育て部分休暇の請求をしようとする職員は，年度の期間ごとに，あらか

じめ，次の各号に掲げる範囲内のうちいずれの範囲内で当該期間における子

育て部分休暇を請求するかを任命権者に申し出るものとする。 

 (１) １日につき２時間を超えない範囲内 

 (２) １年につき次のア及びイに掲げる職員の区分に応じ，当該ア及びイに

定める時間を超えない範囲内 

   ア イ以外の職員 ７７時間３０分 

   イ 定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員 当該職員

の勤務日１日当たりの勤務時間数に１０を乗じて得た時間 

 ３ 前項の規定による申出をした職員は，配偶者が負傷又は疾病により入院し

たこと，配偶者と別居したことその他の当該申出時に予測することができな

かった事実が生じたことにより当該申出の内容を変更しなければ当該職員

の第１項に規定する子の養育に著しい支障が生じると任命権者が認める事

情がある場合に限り，当該申出の内容を変更することができる。 

 ４ 第２項の規定による申出をした職員は，当該申出をした範囲内（前項の規

定による変更をした場合にあっては，その変更後のもの）において必要と認

められる時間につき，子育て部分休暇の請求をすることができる。 

３ 第５条の規定による育児時間又は前条の規定による介護時間の承認を受 ５ 第５条の規定による育児時間又は前条の規定による介護時間の承認を受
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

けて勤務しない職員に対する子育て部分休暇の承認については，１日につき

２時間から当該育児時間又は当該介護時間の承認を受けて勤務しない時間

を減じた時間を超えない範囲内で行うものとする。 

けて勤務しない職員に対する第２項第１号に掲げる範囲内で請求する子育

て部分休暇の承認については，１日につき２時間から当該育児時間又は当該

介護時間の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない範囲内で

行うものとする。 

４ （省 略） ６ （省 略） 

（技能職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正） 

第３条 技能職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和２９年豊中市条例第５号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（給与の減額） （給与の減額） 

第１５条 （省 略） 第１５条 （省 略） 

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の始期に達するまでの子を養

育するため１日の勤務時間の一部を勤務しないことをいう。），不妊治療休

暇（当該職員が不妊治療に係る通院等のため勤務しないことが相当であると

認められる場合における休暇のうち市規則で定めるものをいう。），介護休

暇（当該職員が配偶者等（配偶者又は性別が同一であって婚姻関係と異なら

ない程度の実質を備える社会生活を営む関係として市長が定める関係にあ

る者をいう。以下この項において同じ。），父母，子，配偶者等の父母その

他市規則で定める者で負傷，疾病又は老齢により市規則で定める期間にわた

り日常生活を営むのに支障があるもの（以下この項において「要介護者」と

いう。）の介護をするため，勤務しないことが相当であると認められる場合

における休暇をいう。），介護時間（当該職員が要介護者の介護をするため，

１日の勤務時間の一部につき勤務しないことが相当であると認められる場

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の始期に達するまでの子を養

育するため１日の勤務時間の全部又は一部を勤務しないことをいう。），不

妊治療休暇（当該職員が不妊治療に係る通院等のため勤務しないことが相当

であると認められる場合における休暇のうち市規則で定めるものをいう。），

介護休暇（当該職員が配偶者等（配偶者又は性別が同一であって婚姻関係と

異ならない程度の実質を備える社会生活を営む関係として市長が定める関

係にある者をいう。以下この項において同じ。），父母，子，配偶者等の父

母その他市規則で定める者で負傷，疾病又は老齢により市規則で定める期間

にわたり日常生活を営むのに支障があるもの（以下この項において「要介護

者」という。）の介護をするため，勤務しないことが相当であると認められ

る場合における休暇をいう。），介護時間（当該職員が要介護者の介護をす

るため，１日の勤務時間の一部につき勤務しないことが相当であると認めら
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

合における休暇をいう。）又は子育て部分休暇（当該職員が小学校その他市

長が定める学校に就学している子を養育するため，１日の勤務時間の一部に

つき勤務しないことが相当であると認められる場合における休暇をいう。）

の承認を受けて勤務しない場合には，前項の規定にかかわらず，その勤務し

ない１時間につき，勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。 

れる場合における休暇をいう。）又は子育て部分休暇（当該職員が小学校そ

の他市長が定める学校に就学している子を養育するため，１日の勤務時間の

全部又は一部につき勤務しないことが相当であると認められる場合におけ

る休暇をいう。）の承認を受けて勤務しない場合には，前項の規定にかかわ

らず，その勤務しない１時間につき，勤務１時間当たりの給与額を減額して

給与を支給する。 

３ （省 略） ３ （省 略） 

（企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正） 

第４条 企業職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和２８年豊中市条例第１２号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（給与の減額） （給与の減額） 

第１３条 （省 略） 第１３条 （省 略） 

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の始期に達するまでの子を養

育するため１日の勤務時間の一部を勤務しないことをいう。），不妊治療休

暇（当該職員が不妊治療に係る通院等のため勤務しないことが相当であると

認められる場合における休暇のうち管理規程で定めるものをいう。），介護

休暇（当該職員が配偶者等（配偶者又は性別が同一であって婚姻関係と異な

らない程度の実質を備える社会生活を営む関係として管理者が定める関係

にある者をいう。以下この項において同じ。），父母，子，配偶者等の父母

その他管理規程で定める者で負傷，疾病又は老齢により管理規程で定める期

間にわたり日常生活を営むのに支障があるもの（以下この項において「要介

護者」という。）の介護をするため，勤務しないことが相当であると認めら

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の始期に達するまでの子を養

育するため１日の勤務時間の全部又は一部を勤務しないことをいう。），不

妊治療休暇（当該職員が不妊治療に係る通院等のため勤務しないことが相当

であると認められる場合における休暇のうち管理規程で定めるものをい

う。），介護休暇（当該職員が配偶者等（配偶者又は性別が同一であって婚

姻関係と異ならない程度の実質を備える社会生活を営む関係として管理者

が定める関係にある者をいう。以下この項において同じ。），父母，子，配

偶者等の父母その他管理規程で定める者で負傷，疾病又は老齢により管理規

程で定める期間にわたり日常生活を営むのに支障があるもの（以下この項に

おいて「要介護者」という。）の介護をするため，勤務しないことが相当で
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

れる場合における休暇をいう。），介護時間（当該職員が要介護者の介護を

するため，１日の勤務時間の一部につき勤務しないことが相当であると認め

られる場合における休暇をいう。）又は子育て部分休暇（当該職員が小学校

その他管理者が定める学校に就学している子を養育するため，１日の勤務時

間の一部につき勤務しないことが相当であると認められる場合における休

暇をいう。）の承認を受けて勤務しない場合には，前項の規定にかかわらず，

その勤務しない１時間につき，勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を

支給する。 

あると認められる場合における休暇をいう。），介護時間（当該職員が要介

護者の介護をするため，１日の勤務時間の一部につき勤務しないことが相当

であると認められる場合における休暇をいう。）又は子育て部分休暇（当該

職員が小学校その他管理者が定める学校に就学している子を養育するため，

１日の勤務時間の全部又は一部につき勤務しないことが相当であると認め

られる場合における休暇をいう。）の承認を受けて勤務しない場合には，前

項の規定にかかわらず，その勤務しない１時間につき，勤務１時間当たりの

給与額を減額して給与を支給する。 

３ （省 略） ３ （省 略） 

附 則 

１ この条例は，令和７年１０月１日から施行する。 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）から令和８年３月３１日までの間における地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）

第１９条第１項に規定する部分休業の承認の請求をする場合における第１条の規定による改正後の職員の育児休業等に関する条例第１７条の４の規定の適用

については，同条第１号中「７７時間３０分」とあるのは「３８時間４５分」と，同条第２号中「１０」とあるのは「５」とする。 

３ 施行日から令和８年３月３１日までの間における第２条の規定による改正後の勤務時間及び休暇に関する条例第２６条の３第１項に規定する子育て部分休

暇の承認の請求をする場合における同条第２項第２号の規定の適用については，同号ア中「７７時間３０分」とあるのは「３８時間４５分」と，同号イ中「１

０」とあるのは「５」とする。 
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市 議 案 第 ８ ４ 号  
豊 中 市 立 児 童 発 達 支 援 セ ン タ ー 条 例 等 の 一 部 を 改  
正 す る 条 例 の 設 定 に つ い て  

豊 中 市 立 児 童 発 達 支 援 セ ン タ ー 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条

例 を 次 の よ う に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ７ 年 （ ２ ０ ２ ５ 年 ） ９ 月 ８ 日 提 出         
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  

障 害 者 の 日 常 生 活 及 び 社 会 生 活 を 総 合 的 に 支 援 す る た め の

法 律 の 改 正 に 伴 い ， 所 要 の 規 定 を 改 正 す る た め ， 提 案 す る も の

で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

豊中市立児童発達支援センター条例等の一部を改正する条例 

（豊中市立児童発達支援センター条例の一部改正） 

第１条 豊中市立児童発達支援センター条例（昭和４０年豊中市条例第１２号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（事業） （事業） 

第４条 センターは，次に掲げる事業を行う。 第４条 センターは，次に掲げる事業を行う。 

(１)～(４) （省 略） (１)～(４) （省 略） 

(５) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

１７年法律第１２３号）第５条第１８項に規定する計画相談支援に関する

事業（以下「計画相談支援事業」という。） 

(５) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

１７年法律第１２３号）第５条第１９項に規定する計画相談支援に関する

事業（以下「計画相談支援事業」という。） 

(６) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５

条第１９項に規定する基本相談支援に関する事業（以下「基本相談支援事

業」という。） 

(６) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５

条第２０項に規定する基本相談支援に関する事業（以下「基本相談支援事

業」という。） 

(７)・(８) （省 略） (７)・(８) （省 略） 

２～４ （省 略） ２～４ （省 略） 

（豊中市指定障害児入所施設等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部改正） 

第２条 豊中市指定障害児入所施設等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例（令和６年豊中市条例第５２号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（利益供与等の禁止） （利益供与等の禁止） 

第５０条 指定福祉型障害児入所施設は，障害児相談支援事業を行う者若しく 第５０条 指定福祉型障害児入所施設は，障害児相談支援事業を行う者若しく
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

は障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第

１８項に規定する一般相談支援事業若しくは特定相談支援事業を行う者（次

項において「障害児相談支援事業者等」という。），障害福祉サービスを行

う者等又はその従業者に対し，障害児又はその家族に対して当該指定福祉型

障害児入所施設を紹介することの対償として，金品その他の財産上の利益を

供与してはならない。 

は障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第

１９項に規定する一般相談支援事業若しくは特定相談支援事業を行う者（次

項において「障害児相談支援事業者等」という。），障害福祉サービスを行

う者等又はその従業者に対し，障害児又はその家族に対して当該指定福祉型

障害児入所施設を紹介することの対償として，金品その他の財産上の利益を

供与してはならない。 

２ （省 略） ２ （省 略） 

（北部大阪都市計画緑丘地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正） 

第３条 北部大阪都市計画緑丘地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成１９年豊中市条例第４５号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

別表 別表 

建築制限

の事項 

Ａ地区 Ｂ

地

区 

Ｃ

地

区 

Ｄ

地

区 

Ｅ

地

区 

Ｆ

地

区 

Ｇ

地

区 

Ｈ

地

区 

Ｉ

地

区 

Ｊ

地

区 

１ 建 築

物 の

用 途

の 制

限 

(１)・(２) （省 略） 

(３) 認知症高齢者グループホーム（老

人福祉法（昭和３８年法律第１３３

号）第５条の２第６項に規定する認知

症対応型老人共同生活援助事業を行

う施設をいう。）又は障害者グループ

ホーム（障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律（平

（省 略） 

建築制限

の事項 

Ａ地区 Ｂ

地

区 

Ｃ

地

区 

Ｄ

地

区 

Ｅ

地

区 

Ｆ

地

区 

Ｇ

地

区 

Ｈ

地

区 

Ｉ

地

区 

Ｊ

地

区 

１ 建 築

物 の

用 途

の 制

限 

(１)・(２) （省 略） 

(３) 認知症高齢者グループホーム（老

人福祉法（昭和３８年法律第１３３

号）第５条の２第６項に規定する認知

症対応型老人共同生活援助事業を行

う施設をいう。）又は障害者グループ

ホーム（障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律（平

（省 略） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

成１７年法律第１２３号）第５条第１

７項に規定する共同生活援助を行う

施設をいう。）で，延べ面積が２００

平方メートル未満のもの 

(４)～(９) （省 略） 

（省 略） 
 

成１７年法律第１２３号）第５条第１

８項に規定する共同生活援助を行う

施設をいう。）で，延べ面積が２００

平方メートル未満のもの 

(４)～(９) （省 略） 

（省 略） 
 

（北部大阪都市計画新千里西町団地地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正） 

第４条 北部大阪都市計画新千里西町団地地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成２２年豊中市条例第３号）の一部を次のように改正す

る。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

別表 別表 

建築制限の事項 新千里西町団地地区 

１建築物の用途の制限 (１) （省 略） 

(２) 認知症高齢者グループホーム（老人福祉法（昭

和３８年法律第１３３号）第５条の２第６項に規定

する認知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設

をいう。）又は障害者グループホーム（障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）第５条第１７項に規

定する共同生活援助を行う施設をいう。） 

(３)～(７) （省 略） 

建築制限の事項 新千里西町団地地区 

１建築物の用途の制限 (１) （省 略） 

(２) 認知症高齢者グループホーム（老人福祉法（昭

和３８年法律第１３３号）第５条の２第６項に規定

する認知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設

をいう。）又は障害者グループホーム（障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）第５条第１８項に規

定する共同生活援助を行う施設をいう。） 

(３)～(７) （省 略） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（省 略） 
 

（省 略） 
 

（北部大阪都市計画新千里南町１丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正） 

第５条 北部大阪都市計画新千里南町１丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成２３年豊中市条例第５６号）の一部を次のように改

正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

別表 別表 

建築制限の事項 新千里南町１丁目地区 

１ 建築物の用途の制

限 

(１)・(２) （省 略） 

(３) 認知症高齢者グループホーム（老人福祉法（昭和

３８年法律第１３３号）第５条の２第６項に規定す

る認知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設を

いう。）又は障害者グループホーム（障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成１７年法律第１２３号）第５条第１７項に規定す

る共同生活援助を行う施設をいう。）で，延べ面積が

２００平方メートル未満のもの 

(４)・(５) （省 略） 

（省 略） 
 

建築制限の事項 新千里南町１丁目地区 

１ 建築物の用途の制

限 

(１)・(２) （省 略） 

(３) 認知症高齢者グループホーム（老人福祉法（昭和

３８年法律第１３３号）第５条の２第６項に規定す

る認知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設を

いう。）又は障害者グループホーム（障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成１７年法律第１２３号）第５条第１８項に規定す

る共同生活援助を行う施設をいう。）で，延べ面積が

２００平方メートル未満のもの 

(４)・(５) （省 略） 

（省 略） 
 

（北部大阪都市計画新千里南町２丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正） 

第６条 北部大阪都市計画新千里南町２丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成２５年豊中市条例第５５号）の一部を次のように改

正する。 
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  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

別表 別表 

建築制限の事項 新千里南町２丁目地区 

１ 建築物の用途

の制限 

(１)・(２) （省 略） 

(３) 認知症高齢者グループホーム（老人福祉法（昭和３

８年法律第１３３号）第５条の２第６項に規定する認

知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設をいう。）

又は障害者グループホーム（障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法

律第１２３号）第５条第１７項に規定する共同生活援

助を行う施設をいう。）で，延べ面積が２００平方メー

トル未満のもの 

(４)・(５) （省 略） 

（省 略） 
 

建築制限の事項 新千里南町２丁目地区 

１ 建築物の用途

の制限 

(１)・(２) （省 略） 

(３) 認知症高齢者グループホーム（老人福祉法（昭和３

８年法律第１３３号）第５条の２第６項に規定する認

知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設をいう。）

又は障害者グループホーム（障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法

律第１２３号）第５条第１８項に規定する共同生活援

助を行う施設をいう。）で，延べ面積が２００平方メー

トル未満のもの 

(４)・(５) （省 略） 

（省 略） 
 

（北部大阪都市計画永楽荘地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正） 

第７条 北部大阪都市計画永楽荘地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成２７年豊中市条例第６５号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

別表 別表 

建築制限の事項 永楽荘地区 

１ 建築物の用途の

制限 

(１)・(２) （省 略） 

(３) 認知症高齢者グループホーム（老人福祉法（昭和

建築制限の事項 永楽荘地区 

１ 建築物の用途の

制限 

(１)・(２) （省 略） 

(３) 認知症高齢者グループホーム（老人福祉法（昭和
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

３８年法律第１３３号）第５条の２第６項に規定する

認知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設をい

う。）又は障害者グループホーム（障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１

７年法律第１２３号）第５条第１７項に規定する共同

生活援助を行う施設をいう。）で，延べ面積が２００

平方メートル未満のもの 

(４)・(５) （省 略） 

（省 略） 
 

３８年法律第１３３号）第５条の２第６項に規定する

認知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設をい

う。）又は障害者グループホーム（障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１

７年法律第１２３号）第５条第１８項に規定する共同

生活援助を行う施設をいう。）で，延べ面積が２００

平方メートル未満のもの 

(４)・(５) （省 略） 

（省 略） 
 

（北部大阪都市計画新千里北住宅地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正） 

第８条 北部大阪都市計画新千里北住宅地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成２８年豊中市条例第５３号）の一部を次のように改正す

る。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

別表 別表 

建築制限

の事項 

Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 

１ 建築物

の用途

の制限 

（省 略） (１)・(２) （省 略）

(３) 認知症高齢者グ

ループホーム（老人

福祉法（昭和３８年

法律第１３３号）第

５条の２第６項に規

（省 略） 

建築制限

の事項 

Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 

１ 建築物

の用途

の制限 

（省 略） (１)・(２) （省 略）

(３) 認知症高齢者グ

ループホーム（老人

福祉法（昭和３８年

法律第１３３号）第

５条の２第６項に規

（省 略） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

定する認知症対応型

老人共同生活援助事

業を行う施設をい

う。以下同じ。）又は

障害者グループホー

ム（障害者の日常生

活及び社会生活を総

合的に支援するため

の法律（平成１７年

法律第１２３号）第

５条第１７項に規定

する共同生活援助を

行う施設をいう。以

下同じ。）で，延べ面

積が２００平方メー

トル未満のもの 

(４)～(７) （省 略）

（省 略） 
 

定する認知症対応型

老人共同生活援助事

業を行う施設をい

う。以下同じ。）又は

障害者グループホー

ム（障害者の日常生

活及び社会生活を総

合的に支援するため

の法律（平成１７年

法律第１２３号）第

５条第１８項に規定

する共同生活援助を

行う施設をいう。以

下同じ。）で，延べ面

積が２００平方メー

トル未満のもの 

(４)～(７) （省 略）

（省 略） 
 

（北部大阪都市計画緑丘４丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正） 

第９条 北部大阪都市計画緑丘４丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成２９年豊中市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

別表 別表 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

建築制限の事項 緑丘４丁目地区 

１ 建築物の用途

の制限 

(１)・(２) （省 略） 

(３) 認知症高齢者グループホーム（老人福祉法（昭和３

８年法律第１３３号）第５条の２第６項に規定する認

知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設をいう。）

又は障害者グループホーム（障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法

律第１２３号）第５条第１７項に規定する共同生活援

助を行う施設をいう。）で，延べ面積が２００平方メー

トル未満のもの 

(４)・(５) （省 略） 

（省 略） 
 

建築制限の事項 緑丘４丁目地区 

１ 建築物の用途

の制限 

(１)・(２) （省 略） 

(３) 認知症高齢者グループホーム（老人福祉法（昭和３

８年法律第１３３号）第５条の２第６項に規定する認

知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設をいう。）

又は障害者グループホーム（障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法

律第１２３号）第５条第１８項に規定する共同生活援

助を行う施設をいう。）で，延べ面積が２００平方メー

トル未満のもの 

(４)・(５) （省 略） 

（省 略） 
 

（北部大阪都市計画西緑丘３丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正） 

第１０条 北部大阪都市計画西緑丘３丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成２９年豊中市条例第２４号）の一部を次のように改正

する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

別表 別表 

建築制限の事項 西緑丘３丁目地区 

１ 建築物の用途

の制限 

(１)・(２) （省 略） 

(３) 認知症高齢者グループホーム（老人福祉法（昭和３

８年法律第１３３号）第５条の２第６項に規定する認知

症対応型老人共同生活援助事業を行う施設をいう。）又

建築制限の事項 西緑丘３丁目地区 

１ 建築物の用途

の制限 

(１)・(２) （省 略） 

(３) 認知症高齢者グループホーム（老人福祉法（昭和３

８年法律第１３３号）第５条の２第６項に規定する認知

症対応型老人共同生活援助事業を行う施設をいう。）又
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

は障害者グループホーム（障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１

２３号）第５条第１７項に規定する共同生活援助を行う

施設をいう。）で，延べ面積が２００平方メートル未満

のもの 

(４)・(５) （省 略） 

（省 略） 
 

は障害者グループホーム（障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１

２３号）第５条第１８項に規定する共同生活援助を行う

施設をいう。）で，延べ面積が２００平方メートル未満

のもの 

(４)・(５) （省 略） 

（省 略） 
 

（北部大阪都市計画新千里西町２丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正） 

第１１条 北部大阪都市計画新千里西町２丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成２９年豊中市条例第３６号）の一部を次のように

改正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

別表 別表 

建築制限の事項 新千里西町２丁目地区 

１ 建築物の用途の

制限 

(１)・(２) （省 略） 

(３) 認知症高齢者グループホーム（老人福祉法（昭和

３８年法律第１３３号）第５条の２第６項に規定する

認知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設をい

う。）又は障害者グループホーム（障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１

７年法律第１２３号）第５条第１７項に規定する共同

生活援助を行う施設をいう。）で，延べ面積が２００

平方メートル未満のもの 

建築制限の事項 新千里西町２丁目地区 

１ 建築物の用途の

制限 

(１)・(２) （省 略） 

(３) 認知症高齢者グループホーム（老人福祉法（昭和

３８年法律第１３３号）第５条の２第６項に規定する

認知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設をい

う。）又は障害者グループホーム（障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１

７年法律第１２３号）第５条第１８項に規定する共同

生活援助を行う施設をいう。）で，延べ面積が２００

平方メートル未満のもの 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

(４) （省 略） 

（省 略） 
 

(４) （省 略） 

（省 略） 
 

（北部大阪都市計画新千里北町１丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正） 

第１２条 北部大阪都市計画新千里北町１丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成２９年豊中市条例第３７号）の一部を次のように

改正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

別表 別表 

建築制限の事項 新千里北町１丁目地区 

１ 建築物の用途の

制限 

(１)・(２) （省 略） 

(３) 認知症高齢者グループホーム（老人福祉法（昭和

３８年法律第１３３号）第５条の２第６項に規定する

認知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設をい

う。）又は障害者グループホーム（障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１

７年法律第１２３号）第５条第１７項に規定する共同

生活援助を行う施設をいう。）で，延べ面積が２００

平方メートル未満のもの 

(４) （省 略） 

（省 略） 
 

建築制限の事項 新千里北町１丁目地区 

１ 建築物の用途の

制限 

(１)・(２) （省 略） 

(３) 認知症高齢者グループホーム（老人福祉法（昭和

３８年法律第１３３号）第５条の２第６項に規定する

認知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設をい

う。）又は障害者グループホーム（障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１

７年法律第１２３号）第５条第１８項に規定する共同

生活援助を行う施設をいう。）で，延べ面積が２００

平方メートル未満のもの 

(４) （省 略） 

（省 略） 
 

（北部大阪都市計画新千里西町３丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正） 

第１３条 北部大阪都市計画新千里西町３丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成３０年豊中市条例第５０号）の一部を次のように
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改正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

別表 別表 

建築制限の事項 新千里西町３丁目地区 

１ 建築物の用途

の制限 

(１)・(２) （省 略）  

(３) 認知症高齢者グループホーム（老人福祉法（昭和

３８年法律第１３３号）第５条の２第６項に規定する

認知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設をい

う。）又は障害者グループホーム（障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１

７年法律第１２３号）第５条第１７項に規定する共同

生活援助を行う施設をいう。）で，延べ面積が２００

平方メートル未満のもの 

(４) （省 略） 

（省 略） 
 

建築制限の事項 新千里西町３丁目地区 

１ 建築物の用途

の制限 

(１)・(２) （省 略）  

(３) 認知症高齢者グループホーム（老人福祉法（昭和

３８年法律第１３３号）第５条の２第６項に規定する

認知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設をい

う。）又は障害者グループホーム（障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１

７年法律第１２３号）第５条第１８項に規定する共同

生活援助を行う施設をいう。）で，延べ面積が２００

平方メートル未満のもの 

(４) （省 略） 

（省 略） 
 

（北部大阪都市計画永楽荘２丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正） 

第１４条 北部大阪都市計画永楽荘２丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成３０年豊中市条例第４２号）の一部を次のように改正

する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

別表 別表 

建築制限の事項 Ａ地区 Ｂ地区 建築制限の事項 Ａ地区 Ｂ地区 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

１ 建築物の用途

の制限 

(１)・(２) （省 略）  

(３) 認知症高齢者グループホーム（老人福祉法（昭和

３８年法律第１３３号）第５条の２第６項に規定する

認知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設をい

う。）又は障害者グループホーム（障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１

７年法律第１２３号）第５条第１７項に規定する共同

生活援助を行う施設をいう。）で，延べ面積が２００

平方メートル未満のもの 

(４)～(６) （省 略） 

（省 略） 
 

１ 建築物の用途

の制限 

(１)・(２) （省 略）  

(３) 認知症高齢者グループホーム（老人福祉法（昭和

３８年法律第１３３号）第５条の２第６項に規定する

認知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設をい

う。）又は障害者グループホーム（障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１

７年法律第１２３号）第５条第１８項に規定する共同

生活援助を行う施設をいう。）で，延べ面積が２００

平方メートル未満のもの 

(４)～(６) （省 略） 

（省 略） 
 

（北部大阪都市計画新千里北町３丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正） 

第１５条 北部大阪都市計画新千里北町３丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（令和元年豊中市条例第２２号）の一部を次のように改

正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

別表 別表 

建築制限の事項 新千里北町３丁目地区 

１ 建築物の用途の制

限 

(１)・(２) （省 略）  

(３) 認知症高齢者グループホーム（老人福祉法（昭和

３８年法律第１３３号）第５条の２第６項に規定する

認知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設をい

う。）又は障害者グループホーム（障害者の日常生活

建築制限の事項 新千里北町３丁目地区 

１ 建築物の用途の制

限 

(１)・(２) （省 略）   

(３) 認知症高齢者グループホーム（老人福祉法（昭和

３８年法律第１３３号）第５条の２第６項に規定する

認知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設をい

う。）又は障害者グループホーム（障害者の日常生活
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１

７年法律第１２３号）第５条第１７項に規定する共同

生活援助を行う施設をいう。）で，延べ面積が２００

平方メートル未満のもの 

(４)～(６) （省 略） 

（省 略） 
 

及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１

７年法律第１２３号）第５条第１８項に規定する共同

生活援助を行う施設をいう。）で，延べ面積が２００

平方メートル未満のもの 

(４)～(６) （省 略） 

（省 略） 
 

（北部大阪都市計画新千里北町２丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正） 

第１６条 北部大阪都市計画新千里北町２丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（令和２年豊中市条例第４９号）の一部を次のように改

正する。 

  次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

別表 別表 

建築制限の事項 新千里北町２丁目地区 

１ 建築物の用途の制

限 

(１)・(２) （省 略）  

(３) 認知症高齢者グループホーム（老人福祉法（昭和

３８年法律第１３３号）第５条の２第６項に規定する

認知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設をい

う。）又は障害者グループホーム（障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１

７年法律第１２３号）第５条第１７項に規定する共同

生活援助を行う施設をいう。）で，延べ面積が２００

平方メートル未満のもの 

(４)～(７) （省 略） 

建築制限の事項 新千里北町２丁目地区 

１ 建築物の用途の制

限 

(１)・(２) （省 略）  

(３) 認知症高齢者グループホーム（老人福祉法（昭和

３８年法律第１３３号）第５条の２第６項に規定する

認知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設をい

う。）又は障害者グループホーム（障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１

７年法律第１２３号）第５条第１８項に規定する共同

生活援助を行う施設をいう。）で，延べ面積が２００

平方メートル未満のもの 

(４)～(７) （省 略） 

24 



（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（省 略） 
 

（省 略） 
 

   附 則 

この条例は，令和７年１０月１日から施行する。 
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